
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 22 年 6月 1日 

担当部・課：人間開発部基礎教育第一課 

１．案件名 

小学校理数科教育強化計画フェーズ 2  

  Strengthening the capacity of teacher training in PTIs to improve classroom teaching

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

バングラデシュ国（以下、バ国）において、教員研修制度とその内容を改善し（成果１）、

初等教員訓練校((Primary Teacher Training Institute: PTI)の研修実施能力を高め（成果

２）、小学校での教授法を改善するとともに児童生徒の学習を向上する（成果３）ことによ

り、「PTI における教員研修の質が改善する」ことを目的とする。 

 

（２） 協力期間 

2010 年 10 月から 2016 年 9 月（72 ヶ月） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

6.0 億円 

 

（４） 協力相手先機関 

 初等大衆教育省(Ministry of Primary and Mass Education: MOPME) 

 初等教育局(Direct ore of Primary Education: DPE) 

 国立初等教育アカデミー(National Academy for Primary Education: NAPE) 

 初等教育訓練校(Primary Teacher Training Institute: PTI) 

 

（５） 国内協力機関 

なし 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

① 中央レベル： 

 初等大衆教育省にて政策立案に携わる行政官（4人） 

 初等教育局訓練課にて現職初等教員研修担当者（17 人） 

 国立初等教育アカデミー専門官・準専門官（理数科 7人、他教科 19 人） 

② 地方レベル： 

 全国の PTI 教員（拠点校含む） 57 校 （約 700 人） 

（各 PTI は校長 1人、校長補佐 1人、理数科教官 2人、その他教官約 8名） 

 地域拠点 PTI 実験校教員 （約 40 人） 

 地域拠点 PTI 学生 （約 2,000 人） 

 地域拠点 PTI 教育実習校教員（約 120 校、1,000 人） 

 



３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

「バ」国では、1990 年に義務教育法を制定した他、同年の「万人のための教育世界会議」

にて Education for All 宣言に署名後、ドナーの支援を得ながら、基礎教育の拡充を図って

きた。その結果、総就学率は 1990 年に約 76％、2001 年には約 97％に向上、2002 年には純

就学率が 86.7％に、2008 年には 90.8％に至った。一方、教育の質的問題が依然残されてい

る。例えば、小学校の修了率は 2001 年時 67％、2008 年時 50.7％と、2000 年の「初等教育

において児童が習得すべき能力調査」では、全項目を達成した児童はわずか 1.6％であった。

特に算数（達成割合 11.6％）、理科（同 17.3％）、英語(同 9.4％)は達成度が低く、教育の

質が出席率の低下や高い留年率に関係していると考えられている。 

2004 年には第二次初等教育開発プログラム（Primary Education Development Program 

（PEDP II）:2004－2010 年）が開始されたが、その後も初等教育の質的問題に関する状況は

ほとんど変わらず、2008 年に実施された全国学習到達度評価においても、各教科の学習到達

目標（全項目）を十分に達成した 5年生児童は、それぞれ算数（3.22％）、理科（2.38％）、

英語（2.24％）と教室レベルの問題、特に児童の学びに関する問題は未だ改善が見られてい

ない状況にある。 

 

こうした中で、PEDP II のコンポーネントの一つである「学校及び教室での質の向上」に

係る協力として、技術協力プロジェクト「小学校理数科教育強化計画」（2004-2010 年）が

行われ、主要カウンターパート(以下「C/P」)であった国立初等教育アカデミーと教育パッ

ケージ（Teaching Package: TP）8の開発とその全国配布を通じて、教育の質の向上を図った。

今後喫緊に取り組むべきと考えられる事項は、以下のとおりである。 

 

(ア)教員研修実施能力の強化 

現職教員研修は、PTI や郡リソースセンター（Upazila Resource Center：URC）及び郡

教育事務所補佐官（Assistant Upazila Education Officer：AUEO)中心に行われている

が、総合的な戦略や連携がなく行われているため、これらを総合的に鳥瞰して組織化し、

効果的・効率的な実施ができるよう環境を整える必要がある。 

 

(イ)学校現場での教育パッケージ（TP）を活用した教授法と児童の学習の向上 

小学校の授業や教育指導では依然として形式主義的・権威的な学習を行う学校があり、

教授法における TP の活用や活動を主体とした学習プロセスを促す授業運営について、

教員の能力を更に育成する必要があり、また、TP をあらゆる小学校の教員が入手・活用

できるよう、その展開を促進しなければならない。 

 

(ウ)カリキュラムと教科書のアップデート 

現行カリキュラム・教科書(理科・算数)は、児童の学習達成状況や学習プロセスを考慮

した内容となっておらず、積極的な学びや応用力(mathematical/scientific literacy)

の深化を促すには不十分な内容であり、改訂に係り支援が必要である。 

 

以上のような状況の中、「バ」国は PEDP II の後継案件である第三次初等教育開発プログ

ラム（PROGRAM3、以下 PROG3：2011-2016 年）の形成に着手しており、その計画（草案）で

は、より学校レベルの質の改善に焦点を当てた活動が盛り込まれている。PROG3 は 2011 年

の開始を予定しており、今後さらにプログラム形成議論が加速していく見込みである。 

 

                                                  
8 日本の教員指導書同様、指導単元の構成、授業準備・教材作成方法、参考指導案、自己評価シート

がセットになっている教員用のガイドブック。 

 



（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

  「バ」国は改訂版 PRSP において貧困削減・人間開発の視点から初等教育を戦略的課題に掲

げ、ミレニアム開発目標(MDG)の優先的取り組みの一つと認識している。同政府は、1990 年に

義務教育法を施行し初等教育を義務化し、 EFA の署名、1992 年には初等大衆教育省を設立、

「初等教育開発計画（Primary Education Development Program （PEDP）:1998－2003 年」を

実施するなど、初等教育の完全普及を目指してきた。こうした中で 2004 年から、①組織開発・

能力強化を通じた質の向上、②学校及び教室の中での質の向上、③施設整備を通じた質の向

上、④貧困、弱者に対する教育アクセス向上、の 4 つの取り組み課題を置き、「第 2 次初等

教育開発計画 2004-2010」 (PEDPⅡ)に取り組んできた。PEDP II により、就学率など一定の

量的側面の改善を果たしたが、修了率、進級率、内部効率等の質的問題が依然残り、後継開

発計画 PROG 3 でも重点課題となることが予定されている。 

「バ」国政府は、本プロジェクトを PROG 3 の課題である「教育の質」における取り組み事

業の一つとし、長期的目標に「初等教育の質の向上」を掲げ、初等教員の専門性の育成に係

る研修や実施体制の質的向上（上位及びプロジェクト目標）に貢献することで、上記 PROG 3

が取り組む課題のうち「学習の質」に係る事業として実施される。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

JICA は、貧困削減を支援の軸の一つとすることをバ国主要援助方針に明記し、教育分野を

同支援方針の「社会開発と人間の安全保障」に係る開発課題「基礎教育の改善」に位置づけ

ている。こうした方針に基づき、JICA は基礎教育改善を目指す「基礎教育内容向上」プログ

ラムを設け、PEDPII の「学校・教室での質向上」に係る協力として「小学校理数科教育強化

計画」（2004-2010 年）を実施した。本案件もまた、PEDP II と後継の PROG3 の枠組みでの「教

育の質」に係る取り組みとして実施されるものである。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

小学校の授業改善に有効な初等教員研修が実施される 
【指標】 
・ 小学校教員の資質・能力(Competency/standard)に係る指標 
・ PTI 訓練生の能力向上に係る指標（本案件開始時に特定する） 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

バングラデシュ小学校の授業の質が向上する(PEDPII / PROG 3 の目標への貢献を目指す)
【指標】 
・ 学習達成度 
・ PROG３の Component 2-教師教育で特定された指標（本案件開始時に特定する） 
・ 継続的な教員の専門性の育成(CPD9)の質向上に関する指標（本案件開始時に特定する）

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

①成果１：教員研修制度及び内容が改善される 
【指標】  
・ 教育ディプロマ課程（Diploma in Education）の教材及びカリキュラムが改訂される。
・ DPE の教員研修に係る年間計画が策定される。 
・  

                                                  
9 CPD ：Continuous professional development 



【活動】  
1-1 PEPD II の Comprehensive Review における教師教育・教員研修の分野での評価作業へ

の技術的助言を行う。 
1-2 PEDP II で準備されている教育ディプロマ課程（Diploma in Education）及びモジュ

ール策定において、教育パッケージ(TP)の統合を行う。 
1-3 DPE 及び教科書カリキュラム委員会（National Curriculum Textbook Board：NCTB）が

行う小学校カリキュラム・教科書の垣内を支援する。 
1-4 DPE の訓練課が包括的な教員研修計画を策定するのを支援し、URC で研修すべき内容と

サブクラスター研修（AUEO)で研修すべき内容を PROG 3 の中間レビューで提案する。 

1-5 PROG 3 で予定される教員研修のモニタリング内容及び方法の改善案を提案する。 

 

②成果 2：初等教員訓練校(PTI)の研修実施能力が強化される 
【指標】 
・ PTI クラスターベースドワークショップの実施回数 
・ PTI インストラクターの専門職としての資質（本案件開始時に特定） 
・ PROG３の PTI の訓練に係る達成指標（本案件開始時に特定） 

【活動】 
2-1 管区ごとに PTI クラスターを特定する 
2-2 管区ごとに地域拠点 PTI を特定する 
2-3 PTI、URC、AUEO、対象小学校等を参加者として スタディワークショップ（Study 
Workshop:SW) を実施する（年間 4回程度） 
2-4 対象小学校において、PTI 教官、AUEO、URC インストラクター等が参加者となる、授業
研究会(Lesson Study)を開催する。 
2-5 対象小学校において、PTI 教官、AUEO、URC インストラクター等が参加者となる、教材
研究を行い、その際に TP の効果的活用と普及を図る。 
2-6 全国に複製普及可能な初等教員支援モデルを PROG 3 の中間レビュー等で提案する。 
2-7 PTI で研修すべき内容を、PROG 3 の中間レビューで提案する。 
2-8 各 PTI クラスターにおいて DP Ed の課題を共有し、改善のための問題解決を図る（地域
拠点 PTI で PTI cluster based workshop を実施する、など）。 
2-9 各 PTI クラスターにおける PTI 間で、小学校での授業改善の課題と改善策を共有するス
タディグループ活動（Study Group Activity: SGA)を実施する。 
2-10 全国の PTI 校長によるスタディグループ活動(SGA)を実施する。 
2-11 全国の PTI 教官によるスタディグループ活動(SGA)を実施する。 
2-12 地域拠点 PTI 以外の PTI に対して、モニタリングを行う。 

 

③成果 3：対象小学校における教授法が改善される 
【指標】 
・ 対象小学校での修了率・学習達成度の向上程度 
・ 授業観察モニタリング結果 
・ PROG３の授業改善に係る達成指標（本案件開始時に特定） 

  【活動】 
3-1 小学校教員の専門性能力に係る現状調査を行う。 
3-2 小学校を含む対象地域を選定し、TP による授業改善活動を行う。 
3-3 PROG3 の中間レビュー前に、小学校教員の専門性能力に係る中間調査を行う。 
3-4 修了率、学習達成度等の変化(before & after)を定量的に示す。 
3-5 小学校教員の専門性能力に係るエンドラインを行う。 
 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 6億円） 

• 専門家派遣（総括、教育行政、理科教育、算数教育、研修管理・モニタリング、

教育評価、授業改善／教授法）、他必要な分野. 

• 本邦研修（毎年 4～5名：合計 30 名程度） 

• 研修・ワークショップ開催経費 

• モニタリング用機材、事務機器など 

• その他必要経費 



② バングラデシュ側 

• カウンターパートの配置（DPE,NAPE,PTI） 

• 事務所提供（DPE,NAPE） 

• 日常的活動経費 

• その他必要経費 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

・ 「バ」国側と日本側が、本事業を PEDPII/PROG3 の枠組みにおける活動として、その目

標達成のために実施することを、合意する 

② 外部条件（成果からプロジェクト目標へ） 

・ PTI の教員養成ディプロマ課程が予定通り設置される。 

・ 小学校カリキュラムの改訂が予定通り行われる。 

・ NAPE 及び PTI の空席が補充される 

③ 外部条件（プロジェクト目標から上位目標へ） 

・ PROG3 が予定通り実施される。 

・ 教員養成ディプロマ課程が継続される。 

・ 改訂カリキュラムに基づく教科書・教師用ガイドの出版・配布が予定通り行われる。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

(1) 妥当性 

 本事業について、妥当性が高いと見込まれる。理由は次のとおりである。 

「バ」国は改訂版 PRSP において貧困削減・人間開発の視点から初等教育を戦略的課題に掲げ

ている。2004 年から、PEDPⅡ(2004-2010）に取り組み、①組織開発・能力強化を通じた質の

向上、②学校及び教室の中での質の向上、③施設整備を通じた質の向上、④貧困、弱者に対

する教育アクセス向上、の課題を置いて取り組んできた。本事業は長期的目標に「初等教育

の質の向上」を掲げ、PROG 3 に係る事業として実施されるもので、政府政策や裨益者ニーズ

に応じたものである。 

JICA は主要援助方針の中で、教育分野を「社会開発と人間の安全保障」支援方針に係る開

発課題、「基礎教育の改善」に位置づけている。 

 

(2) 有効性 

本調査で特定されたデザインについて有効性は高いと見込まれる。理由は以下のとおり。 

デザインと手法は、前フェーズの成果、教訓、提言が活用されるとともに、PROG 3 の枠組

みや目標を十分に考慮して策定された。本事業は、「現場の小学校の授業に有効な初等教員研

修が実施される」ことをプロジェクト目標とし、この達成に不可欠な、①政策環境の整備と

して「教員研修制度及び内容が改善される」（成果１）、②教員研修の機能強化として「初等

教員訓練校（PTI）の研修実施能力が強化される」こと（成果２）、③現場レベルでの実証例

の提示「小学校における教授法が改善される」こと（成果３）の、３つの成果が特定された。

これら政策制度から学校現場までの多層的な協力を通じて、目標の達成が見込まれる。 

 

(3) 効率性 

デザインに応じた投入計画がされ、日本側の支援分野が特定された。なお、本事業の効率

性を確保するために、以下の留意点が指摘される。 

・JICA プログラム「基礎教育質の向上」の戦略的強化 

個別専門家、青年海外協力隊など他の支援スキームがプログラム内で実施されていることか

ら、これら関係者間では実施のプロセスと方針を十分に共有する必要がある。 



・開発パートナーとの連携を効果的に行う。 

PROG3 傘下で実施することにより、他ドナーの資金を活用し、我が国の限られたコストで 

より高い達成度を実現できるため、本事業の前フェーズでの実績や教訓を鑑み、本事業に

おいてもプログラム・アプローチにより PROG3 の形成と実施に積極的に関与することが必

要である。 

 

 (4) インパクト 

 正のインパクトが、以下のとおり見込まれる。 

本案件の予定活動が円滑に実施された場合、PEDPII／PROG3 が掲げる目標の達成が見込まれ

る。更に中・長期的には、以下の波及効果の発現も予測される。 

・ 保護者や地域住民による学校教育への関心の向上 

・ 児童の学習到達度の向上や初等教育の中退率の低減、修了率、中等教育への進学率の向

上が見込まれる。 

・ なお、間接裨益者は、以下のとおりである。全国の PTI 訓練生（約 10,000 人）、郡リソ

ースセンター（URC）職員（約 1,000 人）、郡教育事務所教育長（UEO）（約 500 人）、郡

教育事務所補佐官（AUEO）（約 2,000 人）、小学校教員（約 36 万人）、児童数（約 1,700

万人） 

 

(5) 自立発展性 

以下の理由により、自立発展性は高いと見込まれる。 

本事業は PROG3 の枠組みの中で実施するため、政策面・制度面・組織面では持続可能性が

見込まれる。また、本案件の核となる PTI の予算に関しては、現行研修実施関連費の予算は

既に配分されていることに加え、PROG3 の中で PTI の能力強化及び組織強化を目的とした活

動・予算が確保されることになっているため、財政面の観点からも自立発展性が見込まれる。

ただし、政策面での自立発展性に係り、汎用性の高いモデルを開発して政策提言を実現す

るため、説得力のある実証例数を確保するよう留意することが重要である。技術面について

は、既存のしくみを最大限に生かし、適切な技術レベルのアプローチの開発・導入に留意す

る必要がある。具体的には、新たな施設やポストを設けることなく、現行の各研修機関が互

いに連携しあうことで、効率的にかつ効果的に教員のスキル向上をはかり、継続的な教員研

修の枠組みを再構築していくことで、「バ」国による自立発展性が見込まれる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクトについては社会環境に対する直接的な負の影響はほとんどない。 

 本プロジェクトにおいては、カリキュラム・教科書策定においてジェンダー配慮を行う。

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 SWAp 傘下での JICA プロジェクト実施の意義 

SWAp 傘下において、プールファンドと技術協力を組み合わせることにより、次のような意義

がある。 

・ PEDPⅡプールファンドにより、就学率など「量的側面（アクセス面）」で改善が見られ

た。一方、修了率、進級率、内部効率等に代表される「質的側面」では改善の傾向が見

られず、後継の PROG3 で重点課題となることが想定されている。JICA 協力の成果として、

サンプル数は限られているものの、対象校においては、修了率、進級率、学習達成度の

改善が統計的有意性をもって実証された。よって、量的改善に資するプールファンドと

質的改善に貢献できる技術協力の組み合わせにより、MDG ターゲット 2「初等教育の完

全普及」に貢献できると考える。 

・ 政策レベルにインパクトがあるプールファンドと現場の実証に比較的優位をもつ技術

協力の組合せにより、現場での実証をもとにした政策提言が可能となり、現場から政策

レベルまでの包括的な支援が可能となる。 

 



 JICA プログラム「基礎教育質の向上」戦略的強化 

技プロの成果を政策レベルに反映する点において、個別専門家との連携は必須である。

また、JOCV（小学校教諭）を本案件対象 PTI に戦略的に配置し、専門家チームとの常なる

情報共有と TP 活用に対するフィードバックを主たる活動とし、現場レベルの実践を行うこ

とにより、政策から現場までの包括的な取組みが可能となる。 

８．今後の評価計画 

(1) 中間レビュー調査: 2013 年 3 月 

(2) 終了時評価調査: 2016 年 3 月頃 

(3) 事後評価：2019 年 

 
 


